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令和元年度

決
算
報
告

集特

選択と集中
Selection Integration　

皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
は
、
こ
の
一
年
間
で
ど
の
よ
う
に
使
わ

れ
た
の
で
し
ょ
う
。
一
般
会
計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

346億
1,096万円

歳入

市税
38億8,655万円

繰入金
２7億2,444万円

諸収入
3億5,483万円

その他
15億1,487万円

地方譲与税
2億6,448万円
地方消費税交付金
6億7,232万円

県支出金
82億4,419万円

市債
17億7,160万円

その他
1億3,001万円

使用料・手数料
2億8,717万円

自主財源
25.3%
87億6,786万円

依存財源
74.7%
258億4,310万円

地方交付税
117億4,493万円

国庫支出金
30億1,557万円

　
市
内
に
多
く
の
被
害
を
も
た
ら
し
た
台
風
19
号
災
害
か
ら
の
復

旧
や
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
に
向
け
た
取
り
組
み
を
進
め
、

歳
出
決
算
額
は
３
０
５
億
４
５
３
２
万
円
に
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、

翌
年
度
へ
繰
り
越
す
事
業
で
使
用
す
る
財
源
32
億
３
７
１
４
万
円

を
除
い
た
実
質
収
支
は
、
8
億
２
８
５
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

市
税
は
、
固
定
資
産
税
の
復
興
関

連
課
税
免
除
の
終
了
に
よ
り
過
去
最

高
額
と
な
り
ま
し
た
。
普
通
交
付
税

は
、
合
併
に
伴
う
優
遇
措
置
の
縮
減

に
よ
り
、
約
９
０
６
８
万
円
減
少
し

ま
し
た
。
震
災
復
興
関
連
事
業
や
繰

越
事
業
の
財
源
が
減
っ
た
こ
と
で
、

歳
入
総
額
で
は
約
13
億
３
４
３
８
万

円
減
少
し
ま
し
た
。

　

震
災
復
興
関
連
事
業
で
諸
支
出

金
が
大
幅
に
減
少
す
る
と
と
も

に
、
台
風
災
害
に
よ
る
事
業
の
繰

越
し
な
ど
で
、
歳
出
総
額
で
は
約

40
億
７
４
６
９
万
円
減
少
し
ま
し

た
。
ま
た
、
定
員
適
正
化
計
画
に
基

づ
く
職
員
数
の
削
減
に
よ
り
、
職
員

人
件
費
は
1
億
５
１
５
３
万
円
減
少

し
ま
し
た
。

歳
入
の
状
況

歳
出
の
状
況

　

災
害
発
生
後
、
予
備
費
や
4
回
の

補
正
予
算
に
よ
り
、
土
砂
撤
去
や
災

害
ご
み
の
回
収
、
市
道
を
は
じ
め
と

す
る
イ
ン
フ
ラ
施
設
の
復
旧
な
ど
の

予
算
を
計
上
し
、
一
刻
も
早
い
市
民

生
活
の
回
復
に
努
め
ま
し
た
。

台
風
19
号
災
害
対
策
事
業　

9
億
７
４
４
１
万
円

305億
4,532万円

歳出

議会費
1億9,531万円 総務費

20億1,457万円

民生費
52億8,462万円

衛生費
53億4,903万円

農林水産業費
47億3,896万円

土木費
16億6,200万円

消防費
9億7,900万円

公債費
29億529万円

 諸支出金
15億8,777万円

教育費
28億2,079万円

 商工費
21億5,735万円

災害復旧費
8億4,058万円

労働費
1,005万円

　元年度決算の詳細、２年度予算上
半期執行状況、財政健全化判断比率
については、市ホームページをご覧
いただくか、総務部財政課までお問
い合わせください。

田村市　財政公表 検索

●総務部 財政課
　(81-2118

総務費
職員研修事業 1,324 万円
防犯対策事業 4,493 万円
地域創生総合戦略事業 1,261 万円

	 	 	
民生費
障害者福祉事業 10億 5,357 万円
子育て支援事業 10億 6,841 万円
老人福祉施設費 1億 7,532 万円

	 	 	
衛生費
健康診査、予防接種等 1億 5,638 万円
ごみ処理費用 8億 9,442 万円
除染対策事業 34億 1,121 万円

	 	 	
農林水産業費
水田、園芸振興事業 2,075 万円
農業農村整備事業等 2億 6,283 万円
有害狩猟鳥獣捕獲事業 3,145 万円

	 	 	
商工費
プレミアム商品券発行事業 7,343 万円
産業団地整備事業 16億 8,530 万円
観光交流事業 5,083 万円

	 	 	
土木費
道路新設改良事業 4億 3,365 万円
公園管理費 5,811 万円
下水道事業補助金等 4億 2,387 万円

	 	 	
消防費
消防団運営費 6,860 万円
災害対策費 259万円
広域消防組合負担金 7億 4,126 万円

	 	 	
教育費
スクールバス運行費 1億 3,490 万円
学校教育推進費 9,409 万円
体育施設費 8億 1,839 万円

令和元年度の主な事業

　元年７月より、市民の健康保持に必要な医療を提供
するため病院事業を開設しました。
　地域医療における中核的な役割を果たし、将来にわた
り安心して医療が受けられる体制を整備していきます。

たむら市民病院負担金等
事業費：9,727万円

　生産者・ＪＡなどと連携し、県内外で行われたイベ
ントで、市農産物・加工品の無償配布や試食販売、パ
ンフレット・チラシを配布し、多くの消費者に市農産
物と食の魅力を PRしました。

田村市産農産物PR
事業費：216万円

　小学校統合による特別教室不足を解消するため、新
たに既存校舎の北側に普通教室４クラスと多目的ス
ペースを増築し、教育環境の改善を図りました。

船引小学校校舎増築事業
事業費：3億 290万円


